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1 は じ め に

秋田県の中山間地域集落では,今後も担い手の流出が進

み,集落戸数の減少や耕作放棄地の増加が予測されている。

このため,農業生産だけでなく,集落活動の維持さえも困

難となる集落が発生する可能性もある。それは特に,山間

地域で懸念されており,今後集落や農業を維持すべき担い

手の確保が急務となっている。そこで,本報告では山間地

域住民の意向を把握 し,農業の継続と定住条件について明

らかにした。

2調 査 方 法

秋田県内陸北部の山間地に位置する阿仁町を調査対象と

した。町の全農業集落 (19集落)の代表者に対 し,全戸世

帯員の就労状況等について面接聞き取り調査を行った。次

に,町の住民 (6集落全戸)に対し,男性,女性,高齢者

別に農業生産や農地管理,町への定住等に対する意向につ

いて,ア ンケート調査を行った。今回は,農家世帯の男性

を中心に考察する。

3 調査結果及び考察

(1)阿仁町の概況

阿仁町は人口減少率が高い上に,高齢単身世帯割合等高

齢化を示す指標は県内第一位である。そのため,県内で最

も高齢・過疎化が進行している地域となっている。農業生

産に関しては, 1戸当たり経営耕地面積は81aと 県平均の

約半分であり,水稲の収量も県内で最も低 、ヽ また,労働

力不足から複合化への取り組みも低い。このため,農業粗

生産額も県平均の半分以下と低位である。したがって,阿
仁町は早急に地域・農業振興対策を要する町の一つである。

佗)阿仁町の農外就労状況

阿仁町では,1～ 4大規模の零細な事業所が多く,農林

業以外には「製造業J「建設業Jへの就労が特に多い。住

民の就労先は,大きく役場周辺と比立内集落の 2カ 所へ集

中している (図 1)。 役場周辺への就労者は,男性が中心

であり,どの集落からもみられる。一方,比立内集落には

「製造業J等の工場が多く,女性就労者が主である。その

ため,男性が阿仁町で就労の場を求めるとすれば,役場周

辺にある規模の零細な事業所や「製造業J「建設業Jに職

几例

ネ「蠍薔F,3史 31き

た
畑 棚 端 £著皐嘉『」財労して
いる住民力ヽ 人以上いることを示す。

3学製鋼醐貿
いる世

"自
合.

61●●●re彙 4口■(1990年)による.

図 1 阿仁町集落住民の就労先

種は限定される。これら以外の職種を求めるならば,「町

外へ通勤するJか「町外へ転出JせぎるをえなOl。

役場から最も離れた位置に,「打当」集落がある。 この

集落は他集落に抜ける道路のない「行き止まり集落Jであ

る。一般的に,山間地域の行き止まり集落は過疎化が急激

に進み,集落が消滅する可能性が高いといわれている。 し

かし,こ の集落では温泉・熊牧場等の地域資源を活かした

観光施設があるため,集落内での就労者が多い。また,他
集落に比べ同居後継ぎのいる世帯割合も45%と 高い。 した

がって,地域に就労の場が確保されるならば,担い手の流

出が抑止できると考えられる。

現在の経済状況では,新たな企業誘致は難 しく,現在の

事業所さえも厳しい経営環境にある。そのため,改めて町
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の基幹産業として農業を振興する必要がある。それととも

に,豊かな地域資源を活かした観光や農畜産物加工のよう

な地場産業の育成が求められる。

(3)集落住民への意向調査

1)農業生産に対する意向

農業の継続に対する意向では,63%が「農業を続けるJ

意志を示しているものの,37%は「続けるつもりはない」

と回答している。しかし,比較的規模の大きい農家では
,

将来の農業経営に対し「拡大J「現状維持J志向が強 くみ

られる (図 2)。 また,拡大 。現状維持意向農家では山菜・

2)農地に対する意向

今後水田を維持・管理するために必要なこととして,規
模の小さい農家は「公的組織の育成」をあげている (表)。

表 水田を維持・管理するために必要なこと
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面場整備や区画の拡大

農道や用排水路等の整備
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図2 将来の農業経営に対する意向
注 1)「・J仁町 6集落住民のアンケート調査 (1998年 )

による。
2)未回答・不明を除く。表も同様。

野菜等の「地域特産物の生産 (40%)」 や「直売・産直

(43%)」 等に取り組みたいとする意向が多い。これらの農

家を中心に,地域特産物の生産や直売・産直,農産物加工

等による複合経営の強化を図ることが重要である。

また,女性や高齢者へのアンケート調査でも地域特産物

の生産や直売・加エヘ参加したいとする意向がみられるた

め,女性・高齢者労働力を活かした農業振興も期待できる。

今後,小規模農家や女性・高齢者が積極的に農業を続けて

いくためには,年齢・労働力に見合った作目の選定や機械

作業の受託,販売ルートの確立等JA・ 自治体のきめ細か

い支援が必要となる。

今後の稲作経営に対する意向は,「 縮小」が17%である

のに対し,「拡大」「現状維持Jが67%であった。山間地域

の水口を維持することは,環境保全等公益的機能維持の観

点からみても重要である。そのため,今後「拡大」「現状

維持J農家を中心に,稲作を基幹とした経営の複合的な強

化を図っていくことが必要である。そのためには,JA・
自治体による「基盤整備 (58%)Jや「農業資材に対する

助成 (56%)J「価格安定対策 。有利販売対策 (47%)J等
の支援策が望まれている。

しかし,100a以上の農家では,「圃場整備や区画の拡大J

「農道や用ツト水路の整備J力 あヽれば,自 家農地を維持でき

るとする意向が多い。そのためには,基盤整備や機械導入

に対する高率な助成等を行うことが必要である。そして
,

規模の大きい農家を中心とした受託者や受託組織を集落内

に育成 し,集落による農地保全方策を確立していくことが

必要である。

3)定住に対する意向

町に定住する条件として,住民は「集落から通える就労

の場 (42%)Jや「農林業の振興 (40%)Jに よる所得確保

対策を特に望んでいる。それとともに,「医療施設の充実

(35%)」「上下水道の整備 (32%)」 や若い世代を中心に

「交通の便の改善 (32%)J等の生活環境の整備を必要とし

ている。担い手の流出を防ぎ,地域の活性化を図るために

は,所得確保対策と合わせて生活環境整備も必要である。

4 ま  と  め

山間地域住民の定住を図るためには,所得を確保する就

労の場が必要であり,そ のためには農業振興と地域資源を

活かした地場産業の育成等が重要である。今後も農業を継

続するためには,規模の大きい農家を中心とした地域特産

物の生産,直売・産直等による経営の複合化や受託者・受

託組織の育成による農地の維持・管理が必要である。それ

には,女性・高齢者労働力を活かした取り組みの強化 も重

要となる。また,担い手の流出を防ぐためには,医療施設

の充実等の生活環境の整備も不可欠である。

農地管理の方法は,集落に賦存する労働力によって異な

るため,担い手のいない集落では集落外からの援農支援や

公的機関による農地管理方策等も検討する必要がある。
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